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細則第38号様式の６（第２条第49号の６）

年 9 月 17 日

（提出先）

横浜市長

住所

氏名

（法人の場合は、名称及び代表者の氏名）

１　特定電気供給事業者の概要

有 無

特別高圧 高圧 低圧（電力） 低圧（電灯）

２　対象年度

３　低炭素電気の普及の促進のための基本方針

E-mail －

提出年度
(当年度）

年度

関西電力グループ環境行動方針の中で、「低炭素社会の実現に向けた挑戦」として、以下の項目を推進するこ
ととしています。
◆電気の低炭素化の取組み
◆スマートグリッドの構築
◆お客さまと社会の省エネ・省コスト・省CO2への貢献
◆海外での取組み
◆技術開発の取組み
◆バリューチェーンにおける取組み
◆CO2以外の温室効果ガス低減の取組み

2020

供給区分

事業の概要
（発電事業実施の場合
は、発電事業の概要も

記載）

◆設立年月日：1951年5月1日　　◆資本金：4,893億円
◆販売電力量：1,130億ｋWh
◆発電設備（2019年度末）
　・水力：823万kW　・火力：1,577万kW　・原子力：658万kW
　・新エネルギー：1.1万kW　　＜合計＞3,059万kW（※）
　※ 四捨五入の関係で、掲載数値の合計値と一致しません。

担当部署
連絡先

事業所名 関西電力株式会社

部署名 エネルギー・環境企画室　環境マネジメントグループ

電話番号 06-7501-0137

発電事業の有無

事業者ＩＤ teitanso0A0272

低炭素電気普及促進計画書兼報告書

2020

大阪市北区中之島３丁目６番１６号

関西電力株式会社
　　代表執行役社長　森本　孝

　横浜市生活環境の保全等に関する条例第146条の７第１項及び第２項の規定により、次のとおり計
画を提出し、及び実施の状況を報告します。

事業者の名称及び
代表者の氏名

関西電力株式会社　代表執行役社長　森本　孝

主たる事業所の
所在地

大阪市北区中之島３丁目６番１６号
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４　推進体制

５　低炭素電気普及促進計画書兼報告書の公表方法

有 無

６　電源構成の公表状況

有 無

７　電気需要者への低炭素電気の普及の促進に係る措置

対応可 一部対応可 対応不可
ＲＥ１００に

対応した
電気の供給

対応の可否

備考

　ご家庭のお客さまに対して、お客さまのご要望に応じた省エネルギーコンサルティング活
動や、インターネットを活用した電気ご使用状況やCO2排出量の見える化サービス「はぴeみ
る電」のご紹介を実施するとともに、法人のお客さまに対して、最適なエネルギーシステム
とその運用方法などをご提案するなど、省エネ・省コスト・省CO2に貢献しました。
　お客さまや社会の省エネ・省コスト・省ＣＯ₂の実現に貢献するため、「はぴｅみる電」
を活用した電気ご使用量の見える化サービスの提供や社会全体の電化率の向上推進等に取り
組んでいきます。

公表方法

　環境管理責任者である社長のもと、部門、組織単位で責任者を設置し、環境管理を推進していま
す。
トップマネジメントのもと、環境方針の策定、環境管理に関する具体的行動計画である関西電力グ
ループエコ・アクションの策定・実施およびチェック・アンド・レビュー、サステナビリティ・ＣＳ
Ｒ推進部会でのマネジメントレビューを継続的に実施することを通じて、ＰＤＣＡサイクルを着実に
回すことにより、継続的な改善に努めています。

公表の有無

公表方法

公表の有無

ホームページで公表
（https://www.kepco.co.jp/corporate/profile/outline.h
tml）
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８　電気の供給に伴い排出される1kWh当たりの二酸化炭素の量及び抑制計画

前々年度 前年度 当年度 長期目標

年度　 2019年度　 2020年度　 2030年度

実績値
[kg-CO2/kWh]

実績値
[kg-CO2/kWh]

計画値
[kg-CO2/kWh]

計画値
[kg-CO2/kWh]

0.340 極力低減 極力低減

100.000 － －

0.318 極力低減 極力低減

メニューＢ 0.000 0.000

メニューＣ 0.000 0.000

９　電気の供給に伴い排出される二酸化炭素の量

前々年度 前年度 当年度

年度　 2019年度　 2020年度　

実績値
[t-CO2]

実績値
[t-CO2]

計画値
[t-CO2]

－ 約3,590万 極力低減

－ 約0.3万 極力低減

全国総量

市内

－

前々年度の排出係数
に対する前年度の

排出係数の増減理由

　高浜3、4号機および大飯3、4号機の安全・安定運転の継続に取り組み
ました。また、再生可能エネルギーの開発・導入・活用、火力発電所の
高効率化等の取組みを推進してきました。これらの取組みの結果、2019
年度の調整後排出係数は、0.318kg-CO2/kWhとなりました。（国への報告
値であり、正式には「地球温暖化対策の推進に関する法律」に基づき、
国からＣＯ２排出係数の実績値が公表されます。）

排出係数の抑制措置
のための取組

　当社を含む電力業界は、「電気事業低炭素社会協議会」を設立し、政
府、事業者および国民の協力のもと、国の長期エネルギー需給見通しに
示されたエネルギーミックスの実現を前提に、電気事業全体で2030年度
にCO2排出係数を0.37kg-CO2/kWh程度（使用端）まで低減するという目標
を掲げています。

排出区域

排出係数種別

基礎排出係数

把握率（％）

調整後排出係数

メ
ニ
ュ
ー

別
排
出
係
数
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10　電気の調達実績

調達電力量
[千kWh/年]

構成比
[％]

調達電力量
[千kWh/年]

構成比
[％]

－ － 118,229,509 －

12,325,423 10.4%

6,636,650 5.6%

－

11　調整後二酸化炭素排出量の算定に用いた国内認証排出削減量等

13　その他の低炭素電気の普及の促進に係る措置

次世代層向けのエネルギー・環境教育を実施

前々年度 前年度

年度　 2019年度

実績値
[t-CO2]

実績値
[t-CO2]

項目

削減相当量 －

12　再生可能エネルギー・未利用エネルギーを利用した電気及び国内認証排出削減量等の
    の調達の促進に係る取組の実施状況及び計画

　当社グループにおける再生可能エネルギーの更なる開発・推進を図るべく、再生可能エネルギー事業本部が中
心となり、全国での開発地点の発掘、事業体制の強化を実施しました。　
　今後も、安全確保を大前提に、エネルギーの安定供給、経済性、環境保全の３つの「Ｅ」の同時達成を目指す
「Ｓ＋３Ｅ」の観点から、再生可能エネルギー電源の開発を積極的に推進し、設備容量を2030年代に600万kWと
することを目指して再生可能エネルギー電源の開発を進めます。また、未利用エネルギー等の利用に最大限努力
します。

太陽光

風力

水力

その他
(                 )

未利用エネルギー

再生可能エネルギー
（FIT電気除く）

太陽光

風力

水力

その他
(                 )

再生可能エネルギー
（FIT電気）

調達電力量（総量）

調達実績

前々年度 前年度

年度　 2019年度
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